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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。なお、第29期中、第29期および第30期中につきましては、潜在株式は存在するものの、希薄化効

果を有しないため記載しておりません。 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 33,387 33,301 31,551 66,304 65,093 

経常利益 （百万円） 1,046 464 391 2,098 525 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 
（百万円） 233 △1,809 592 744 △1,932 

純資産額 （百万円） 27,308 25,473 25,088 28,081 24,895 

総資産額 （百万円） 50,666 43,651 40,694 45,967 40,363 

１株当たり純資産額 （円） 1,366.21 1,274.48 1,294.45 1,404.90 1,284.49 

１株当たり中間 

(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 

（円） 11.70 △90.51 30.58 37.23 △97.61 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期) 

純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 53.9 58.3 61.7 61.1 61.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 1,559 △740 212 102 1,395 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 785 △329 △34 △7 △3,678 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △650 △901 △573 △1,138 △1,581 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
（百万円） 13,738 9,029 6,746 11,001 7,128 

従業員数 

（外、平均臨時 

雇用者数） 

（人） 
811 

(621) 

834 

(640) 

764 

(599) 

798 

(627) 

814 

(641) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 1株当たり純資産額、1株当たり中間（当期）純利益又は中間(当期)純損失および潜在株式調整後1株当たり

中間（当期）純利益につきましては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 19,323 18,596 17,132 38,128 36,195 

経常利益 （百万円） 621 241 833 1,626 358 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 
（百万円） 119 △1,856 615 719 △1,881 

資本金 （百万円） 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 

発行済株式総数 （千株） 21,034 21,034 21,034 21,034 21,034 

純資産額 （百万円） 27,190 25,398 25,103 28,053 24,917 

総資産額 （百万円） 38,197 32,355 32,475 34,507 31,031 

１株当たり中間(年間) 

配当額 
（円） 0.00 0.00 0.00 30.00 30.0 

自己資本比率 （％） 71.2 78.5 77.3 81.3 80.3 

従業員数 

（外、平均臨時 

雇用者数） 

（人） 
403 

(138) 

415 

(121) 

411 

(121) 

396 

(138) 

418 

(130) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間末において、ポイントサービス事業を営むグッディポイント㈱の全株式（2,830株、所有割合

70.75％）を譲渡いたしました。これにより、当社企業グループにおけるポイントサービス事業はなくなりました。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間末において、ポイントサービス事業を営むグッディポイント㈱の全株式を譲渡いたしました。

これにより、グッディポイント㈱は当社の連結対象子会社ではなくなりました。また、当連結会計期間において、㈱

ヒューモニーの株式の一部を売却し、議決権の所有割合が減少いたしました。これにより、同社は当社の持分法適用

の関連会社ではなくなりました。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に当中間連結会計期間の平均雇用人員を外書きで記載して

おります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に当中間会計期間の平均雇用人員を外書きで記載しており

ます。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は、円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

レディースインナー等卸売事業 414（121） 

ギフト卸売事業 336（477） 

その他の事業 14（ 1） 

合計 764（599） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 411（121） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、一部に企業収益の改善による設備投資の増加等、緩やかな回復は見ら

れるものの、社会保障費の負担額の増加や、原油価格の上昇による原材料価格の高騰等により、景気の先行きは一進

一退の状況で推移いたしました。 

 このような環境のもと、当社企業グループは企業価値の向上を図るべく、業績の回復を最優先項目と位置付け、積

極的な事業運営を進めてまいりました。 

 当中間連結会計期間における当社企業グループの売上高は315億51百万円（前年同期比5.3％減）、営業利益は1億37

百万円（同12.4％減）、経常利益3億91百万円（同15.8％減）、中間純利益5億92百万円（前年同期は18億9百万円の純

損失）となりました。 

 事業の主な種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

レディースインナー等卸売事業 

 レディースインナー市場におきましては、一部に雇用・所得環境の緩やかな回復は見られますが、個人消費の改

善までには至っておらず、長引く消費低迷からの脱却が図れないまま依然として厳しい事業環境が続いておりま

す。 

 このような環境のもと、当社は「補整機能ときごこちの良さ」を商品づくりの基本として、お客さまに満足して

いただける商品の提供を心がけてまいりました。当中間連結会計期間では、さらなる商品開発力の向上を図るとと

もに、多様化する消費者ニーズに対応した商品の供給を目標としてまいりました。シャルレブランドでは、平成10

年の発売以来、多くのお客さまに支持されてまいりました「ドゥヴァンナ」シリーズに、ニューインナーとショー

ツの新アイテムを追加し、また、新たなカラーも2色追加して商品展開の充実を図りました。ケフィーノブランドで

は、カラフルなカラー展開で好評な「パレッティ」シリーズから、前期に発売した2色の春・夏向けカラーがシーズ

ン期に入り好調に推移いたしました。また、秋・冬向け商品としましても2色のカラーを発売し、順調な滑り出しを

見せております。しかしながら、一部、好調に推移した商品はあるものの全体的に当社のボリュームゾーンである

肌着・ショーツやファンデーションといった当社の基幹商品が伸び悩み苦戦いたしました。 

 化粧品につきましては、「エタリテ」の中心商品が試供できるトライアルセットについて、商品の優位性をより

アピールできるよう、容量等を見直し「エタリテミニボックス」として発売し、さらなるユーザーの拡大を目指し

ました。 

 なお、10月より発売します、新ブランド「シャルレスポーツ」につきまして、ブラジャー、ショーツなど9アイテ

ムの発表を行い、ビジネスメンバー向けに先行発売し、好評を得ております。 

 営業施策につきましては、創業30周年を経て当期を第二創業期と位置付け、女性のいろいろなライフステージに

美しさを提供できる企業として、安心と信頼を約束できる企業を目指し、広く社会に対し「女性ひとりひとりの、

美しさのために。」というメッセージを発信いたしました。また、ビジネスメンバーも含めたシャルレ全体がもう

一度原点を見つめ直し、その強さと良さに焦点を当て、ホスピタリティの向上を図ることが、企業全体の価値向上

につながるものとして、4月に実施いたしました「第22回代理店セミナー」におきまして、徹底した意識の共有化を

図りました。また、販売促進の一環である販売コンテストにつきましては、シャルレビジネス本来の目的「組織の

活性化」と「販売力の強化」をテーマに「ステップアップコンテスト2005」として9月～11月の3ヶ月間実施いたし

ます。 

 なお、中国においての事業展開を目的に設立しました現地法人につきましては、現地でのパイロットマーケティ

ングの準備が整い、9月10日より上海市での小売販売を開始いたしました。 

 このように積極的な事業活動を展開し、業務の進捗としては順調に推移しているものの、厳しい市場の情勢と基

幹商品の販売不振により、レディースインナー等卸売事業における売上高は171億22百万円（前年同期比7.9％減）

となりました。また、営業利益は販売費及び一般管理費の削減効果と売上原価の改善により6億43百万円（同

358.6％増）となりました。 

  

ギフト卸売事業 

 ギフト市場におきましては、ギフト習慣の変化による返礼ギフトの縮小や、購入方法、商材、サービスの多様化

により、従来の事業モデルでは厳しい状況が続いております。 

 このような環境のもと、ギフト卸売事業につきましては、お客さま視点での活動を基本とし、新商品・新サービ

スの拡充につとめ、新たな販路として量販店・チェーンストアの開拓を行ってまいりました。 

 また、セールスプロモーション商材は、企画・商品調達・事務局運営・流通加工・配送の一連の活動を一括して

受託する企業提携を推進してまいりました。 

 それらの事業活動の基盤として、個人情報保護のための社内業務の改善や設備投資、選べるギフトにおいて商品

券と同様に購入者を保護する前払式証票法に基づく登録などの整備を実施いたしました。 



 この結果、ギフト卸売事業における売上高は136億40百万円（前年同期比1.2％減）、営業損失は3億46百万円（前

年同期は1億60百万円の利益）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ22億83百万円減少し、67億

46百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、2億12百万円となりました。 

この主な要因は、税金等調整前中間純利益7億84百万円、たな卸資産の増加額8億30百万円および、仕入債務の

増加額10億78百万円であります。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、34百万円となりました。 

この主な要因は、有価証券の売却・償還による収入10億99百万円、有価証券の取得による支出7億62百万円、

保険解約による収入3億32百万円および、連結除外による支出3億11百万円であります。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、5億73百万円となりました。 

この主な要因は、前期の利益処分による配当金の支払5億77百万円と長期借入金返済による支出2億85百万円で

あります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社企業グループは主として衣料品、化粧品およびギフト商品等の卸売を業としているため、生産および受注の状

況は該当ありません。 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントおよび品目別に示すと、次のとおりでありま

す。 

 （注）１ セグメント間取引につきましては、相殺消去しております。 

２ 販売実績が総販売実績の100分の10以上となる相手先はないため、相手先別販売実績につきましては記載を

省略しております。 

３ ギフト卸売事業は管理システム上、品目別に分類することが困難であるため、総額のみを記載しておりま

す。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

レディースインナー等卸売事業       

ファンデーション 4,446 14.1 88.9 

レッグニット 1,296 4.1 90.3 

肌着・ショーツ 4,906 15.6 83.9 

ランジェリー 226 0.7 49.0 

ナイティ・水着・アウター等 3,334 10.6 104.6 

スポーツ 219 0.7 － 

チャイルド 194 0.6 114.9 

タオル 204 0.6 39.6 

ギフト 357 1.1 287.4 

化粧品 1,344 4.3 95.7 

その他 591 1.9 132.0 

小計 17,122 54.3 92.1 

ギフト卸売事業 13,640 43.2 98.8 

ポイントサービス事業 770 2.4 93.4 

その他の事業 18 0.1 23.0 

合計 31,551 100.0 94.7 



(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントおよび品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引につきましては、相殺消去しております。 

２ ギフト卸売事業は管理システム上、品目別に分類することが困難であるため、総額のみを記載しておりま

す。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社企業グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 レディースインナー等卸売事業において、外部団体「きごこち科学研究協会」と共同で、きごこち理論に基づいた

下着着用における快適性の研究を行っております。なお、ここで得られた研究の成果を新商品開発に活用していく予

定であります。 

 また、きごこち理論につきましては、着ごこち（着用時の身体内外の影響）と気ごこち（精神面の影響）の両面か

ら、着用者の望む商品を提供することによる質の高い生活の提案を目指しております。 

なお、「きごこち科学研究協会」による「フィッティングコーディネーター資格制度」を平成15年２月に導入し、

ビジネスメンバーの試着におけるフィッティング技術のレベルアップも図っております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

レディースインナー等卸売事業       

ファンデーション 2,893 12.9 94.0 

レッグニット 839 3.8 70.6 

肌着・ショーツ 3,663 16.4 91.2 

ランジェリー 84 0.4 24.5 

ナイティ・水着・アウター等 1,733 7.8 80.9 

スポーツ 767 3.4 － 

チャイルド 113 0.5 106.9 

タオル 156 0.7 57.9 

ギフト 233 1.0 222.2 

化粧品 380 1.7 95.6 

その他 496 2.2 69.2 

小計 11,363 50.8 91.8 

ギフト卸売事業 10,480 46.9 100.1 

ポイントサービス事業 483 2.2 95.9 

その他の事業 15 0.1 436.3 

合計 22,342 100.0 95.7 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間の主な設備投資は、ギフト卸売事業における基幹システムに関するソフトウェアであり、新基

幹システムに50百万円（㈱エニシル）、ECシステムに37百万円（㈱エニシル等）等の設備投資を行っております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 84,000,000 

計 84,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月28日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 21,034,950 21,034,950 
大阪証券取引所 

市場第二部 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式 

計 21,034,950 21,034,950 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成17年9月30日 － 21,034 － 3,600 － 4,897 



(4）【大株主の状況】 

 （注） ㈱シャルレは、商法第241条第2項の規定により、議決権を有しておりません。当該自己株式のうち、1,105千

株は今後の事業展開に備えて機動的な財務運営を行うことを目的に保有しているものであります。また、547

千株はストックオプション制度の終了にともなう株式譲渡請求権の失効および単元未満株式の買取りにより保

有しているものであります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義失念株式600株が含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数6個が含まれておりま

す。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈲サザンイーグル 兵庫県西宮市鷲林寺南町６番６号 3,802 18.08 

㈱シャルレ 神戸市中央区港島中町七丁目７番１号 1,653 7.86 

㈲オットー 兵庫県西宮市鷲林寺南町６番６号 1,581 7.52 

林 雅晴 兵庫県西宮市鷲林寺南町６番６号 1,508 7.17 

林 宏子 兵庫県西宮市鷲林寺南町６番６号 1,036 4.93 

林 勝哉 兵庫県西宮市鷲林寺南町６番６号 955 4.54 

瀬崎 五葉 東京都渋谷区西原二丁目23番６号 954 4.54 

林 達哉 兵庫県西宮市高座町13番６号 954 4.54 

林 達三 神戸市垂水区神陵台八丁目１番35号 504 2.40 

林 トミエ 神戸市垂水区神陵台八丁目１番35号 473 2.25 

計 － 13,426 63.83 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  1,653,500 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,367,600 193,676 同上 

単元未満株式 普通株式     13,850 
－ 

同上 

発行済株式総数       21,034,950 － － 

総株主の議決権 － 193,676 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

㈱シャルレ 

神戸市中央区港島中町 

七丁目７番１号 
1,653,500 － 1,653,500 7.86 

計 － 1,653,500 － 1,653,500 7.86 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 

最高（円） 830 809 832 865 900 890 

最低（円） 793 770 770 825 855 865 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）につきましては、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）につきましては、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）および当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）および当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９

月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２   6,274 4,083   4,487 

２ 受取手形及び売掛金 ※４   4,874 3,314   3,312 

３ 有価証券     6,456 4,126   4,171 

４ たな卸資産     7,918 6,782   5,977 

５ 繰延税金資産     137 107   219 

６ その他     1,038 987   471 

７ 貸倒引当金     △92 △81   △65 

流動資産合計     26,607 61.0 19,320 47.5   18,576 46.0

Ⅱ 固定資産          

(1）有形固定資産 
※１ 
※２ 

       

１ 建物及び構築物   2,877  3,048 3,131   

２ 機械装置及び運搬具   159  166 186   

３ 土地   2,169  2,189 2,189   

４ その他   178 5,384 12.3 135 5,539 13.6 146 5,654 14.0

(2）無形固定資産          

１ 営業権   79  8 57   

２ 連結調整勘定   354  162 302   

３ その他   1,321 1,755 4.0 1,352 1,523 3.7 1,434 1,794 4.5

(3）投資その他の資産          

１ 投資有価証券   6,524  11,569 11,574   

２ 長期貸付金   7  － 5   

３ 繰延税金資産   469  590 452   

４ その他   3,048  2,267 2,401   

５ 貸倒引当金   △146 9,903 22.7 △116 14,310 35.2 △93 14,339 35.5

固定資産合計     17,043 39.0 21,374 52.5   21,787 54.0

資産合計     43,651 100.0 40,694 100.0   40,363 100.0 

           

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛金     8,590 5,764   4,737 

２ 短期借入金     27 125   － 

３ １年内返済予定の長期
借入金 

※２   326 259   259 

４ 未払法人税等     212 292   380 

５ 賞与引当金     362 343   346 

６ その他 ※４   4,651 5,160   5,978 

流動負債合計     14,170 32.5 11,945 29.4   11,703 28.9

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金 ※２   1,680 1,434   1,554 

２ 売上割戻引当金     273 269   264 

３ 退職給付引当金     1,288 1,326   1,258 

４ 役員退職慰労引当金     241 190   241 

５ その他     81 7   16 

固定負債合計     3,563 8.2 3,227 7.9   3,335 8.3

負債合計     17,734 40.7 15,173 37.3   15,039 37.2

          

（少数株主持分）         

少数株主持分     443 1.0 432 1.0   429 1.1

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     3,600 8.2 3,600 8.9   3,600 8.9

Ⅱ 資本剰余金     4,897 11.2 4,897 12.0   4,897 12.1

Ⅲ 利益剰余金     17,830 40.8 17,745 43.6   17,707 43.9

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    △115 △0.2 41 0.1   △112 △0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定     － － 1 0.0   0 0.0

Ⅵ 自己株式     △739 △1.7 △1,197 △2.9   △1,197 △3.0

資本合計     25,473 58.3 25,088 61.7   24,895 61.7

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    43,651 100.0 40,694 100.0   40,363 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     33,301 100.0 31,551 100.0   65,093 100.0 

Ⅱ 売上原価     22,744 68.3 21,474 68.1   44,851 68.9

売上総利益     10,557 31.7 10,077 31.9   20,242 31.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   10,400 31.2 9,939 31.5   20,228 31.1

営業利益     157 0.5 137 0.4   13 0.0

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   99 68 176   

２ 受取配当金   3 1 4   

３ 投資事業組合運用益   57 89 50   

４ 持分法による投資利益   1 5 2   

５ ギフト券未交換益   93 24 203   

６ 債務勘定整理益    － 40 13   

７ その他   83 338 1.0 69 298 0.9 149 599 0.9

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   27 17 53   

２ 手形等売却損   － 8 1   

３ 為替差損   － － 8   

４ その他   2 30 0.1 18 44 0.1 24 88 0.1

経常利益     464 1.4 391 1.2   525 0.8

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※２ － 0 －   

２ 投資有価証券売却益   － － 118   

３ 関係会社株式売却益   － 243 －   

４ 保険解約益   － － － 168 412 1.3 － 118 0.2

Ⅶ 特別損失         

１ 固定資産売却損 ※３ 20 0 20   

２ 固定資産除却損 ※４ 38 17 39   

３ 固定資産評価損 ※５ － － 12   

４ 投資有価証券評価損    － 1 110   

５ 役員退職慰労金   791 849 2.6 － 19 0.0 791 973 1.5

税金等調整前中間（当
期）純利益又は純損失
（△） 

    △385 △1.2 784 2.5   △329 △0.5

法人税、住民税及び事業 
税 

  174 233 332   

過年度法人税、住民税及
び事業税  

  － － 156   

法人税等調整額   1,222 1,396 4.1 △46 187 0.6 1,100 1,588 2.5

少数株主利益     27 0.1 4 0.0   13 0.0

中間(当期)純利益又は純
損失（△） 

    △1,809 △5.4 592 1.9   △1,932 △3.0

          



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,897 4,897   4,897

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

  4,897 4,897   4,897

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,239 17,707   20,239

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 連結除外による増加高  － 26 － 

２ 中間純利益 － － 592 619 － －

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 599 581 599 

２ 中間（当期）純損失 1,809 2,408 － 581 1,932 2,531

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

  17,830 17,745   17,707

    



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間
（当期）純利益又は
純損失（△） 

  △385 784 △329

２ 減価償却費   127 123 262

３ 無形固定資産・長期
前払費用償却費 

  220 255 457

４ 連結調整勘定償却額   89 52 140

５ 投資事業組合運用損
益（利益：△） 

  △57 △89 △50

６ 関係会社株式売却益   － △243 －

７ 保険解約損益（利
益：△） 

  － △168 14

８ 受取利息及び配当金   △102 △69 △180

９ 支払利息   27 17 54

10 持分法による投資損
益（利益：△） 

  △1 △5 △2

11 有価証券売却損益
（利益：△） 

  △19 △11 △141

12 固定資産除却損   38 17 39

13 固定資産売却損   20 0 20

14 役員退職慰労金   791 － 791

15 売上債権の増減額
（増加：△） 

  38 △187 1,627

16 たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △564 △830 1,377

17 旅行積立金の増減額 
（増加：△） 

  △443 △9 －

18 仕入債務の増減額
（減少：△） 

  434 1,078 △3,418

19 未払金の増減額 
（減少：△） 

  △41 399 △229

20 前受金の増減額 
（減少：△） 

  22 188 176

21 預り金の増減額 
（減少：△） 

  － △66 1,230

22 未払消費税等の増減
額（減少：△） 

  13 △164 117

23 前払年金費用の増減
額（増加：△） 

  △72 0 76

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

24 売上割戻引当金の増
減額（減少：△） 

  7 4 △1

25 退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  32 67 3

26 その他   △94 △670 217

小計   81 475 2,253

27 利息及び配当金の受
取額 

  111 65 196

28 利息の支払額   △27 △17 △54

29 法人税等の支払額
（△）又は還付額 

  21 △311 △72

30 役員退職慰労金の支
払額 

  △927 － △927

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △740 212 1,395

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 定期性預金の増減額
（減少：△） 

  107 △0 107

２ 有価証券の売却・償
還による収入 

  2,167 1,099 5,273

３ 有価証券の取得によ
る支出 

  △2,048 △762 △7,534

４ 有形固定資産の売却
による収入 

  8 18 8

５ 有形固定資産の取得
による支出 

  △38 △109 △410

６ 無形固定資産の取得
による支出 

  △372 △258 △736

７ 関係会社株式の取得
による支出 

  △42 － △190

８ 出資金の分配による
収入 

  13 － －

９ 保険関連収入   － 332 14

10 連結除外による支出   － △311 －

11 その他   △122 △43 △210

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △329 △34 △3,678

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 短期借入金の増減額
（減少：△） 

  － 125 △27

２ 長期借入れによる収
入 

  － 165 445

３ 長期借入金の返済に
よる支出 

  △306 △285 △944

４ 配当金の支払額   △592 △577 △594

５ その他   △2 △0 △460

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △901 △573 △1,581

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － 13 △8

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △1,972 △382 △3,872

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  11,001 7,128 11,001

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  9,029 6,746 7,128

    



中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

  

  

連結子会社の数      ８社 

主要な連結子会社の名称 

㈱シンワ 

グッディポイント㈱ 

エス・ケー㈱ 

㈱ジーネスコンピューターテ

クノロジー 

㈱ポトラック生活研究所 

㈱ワイズ 

連結子会社の数      ８社 

主要な連結子会社の名称 

㈱エニシル（旧商号：シン

ワ） 

㈱ポトラック（旧商号：㈱ポ

トラック生活研究所） 

㈱ワイズ 

 グッディポイント㈱につきまし

ては、所有する株式の全部を売却

したため、当中間連結会計期間末

をもって連結の範囲から除外して

おります。なお、子会社中間決算

日をグッディポイント㈱株式のみ

なし売却日としており、当中間連

結決算では、同社の中間損益計算

書を連結に含めております。 

連結子会社の数      ９社 

 主要な連結子会社は、「第１企

業の概況 ４関係会社の状況」に

記載しております。 

 なお、香羅奈（上海）国際貿易

有限公司につきましては、当連結

会計年度において新たに設立した

ことにより、当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。 

２ 持分法の適用に関する 

事項 

  

持分法適用の関連会社数 

１社 

会社名 ㈱慶弔メッセージサー

ビス 

持分法適用の関連会社数 

１社 

会社名  青島心和紡織有限公司 

 ㈱ヒューモニーにつきまして

は、株式の一部を売却し、議決権

所有割合が減少したため、当中間

連結会計期間末をもって持分法適

用の関連会社から除外しておりま

す。なお、関連会社の中間決算日

をみなし売却日としており、当中

間連結決算では、同社の持分法損

益を連結に含めております。 

持分法適用の関連会社数 

２社 

会社名  ㈱ヒューモニー 

（旧商号：㈱慶弔メッ

セージサービス） 

     青島心和紡織有限公

司  

 なお、青島心和紡織有限公司に

つきましては、当連結会計年度に

おいて新たに出資を行ったことに

より、当連結会計年度より持分法

適用の関連会社に含めておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日

及び決算日等に関する事項 

 連結子会社は８月31日を中間決

算日としており、中間連結決算日

との差は３ヶ月以内であるため、

当該連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を基礎として連結

を行っております。ただし、中間

連結決算日との間に生じた重要な

取引につきましては、連結上必要

な調整を行っております。 

 連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日との差は３ヶ月以内で

あるため、当該連結子会社の中間

決算日現在の中間財務諸表を基礎

として連結を行っております。た

だし、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引につきましては、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 香羅奈（上海）国際貿易有限公司

の決算日は12月末日であります

が、平成17年3月23日に設立したた

め、連結決算日の財務諸表を基礎

として連結を行っております。そ

の他の連結子会社は2月末日を決算

日としており、連結決算日との差

は３ヶ月以内であるため、当該連

結子会社の事業年度に係る財務諸

表を基礎として連結を行っており

ます。ただし、連結決算日との間

に生じた重要な取引につきまして

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する 

事項 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

時価のあるもの 

…主として中間連結会計期

間末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

…主として連結会計年度末

日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  

  

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  

  

  

② たな卸資産 

商品 

…主として総平均法による原

価法 

ただし、季越等の理由によ

り著しく価額が低下し、回

復する見込がない商品につ

いて、過去の販売実績等に

照らして必要な評価減を行

い、中間期末たな卸高を評

価替え後の金額により計上

しております。当該評価減

の金額は2,076百万円であ

ります。なお、前中間連結

会計期間の評価減の金額は

1,486百万円であります。 

② たな卸資産 

商品 

…主として総平均法による原

価法 

ただし、季越等の理由によ

り著しく価額が低下し、回

復する見込がない商品につ

いて、過去の販売実績等に

照らして必要な評価減を行

い、中間期末たな卸高を評

価替え後の金額により計上

しております。当該評価減

の金額は1,757百万円であ

ります。 

② たな卸資産 

商品 

…主として総平均法による原

価法 

ただし、季越等の理由によ

り著しく価額が低下し、回

復する見込がない商品につ

いて、過去の販売実績等に

照らして必要な評価減を行

い、期末たな卸高を評価替

え後の金額により計上して

おります。当該評価減の金

額は2,311百万円でありま

す。 

  

  

貯蔵品 

…主として最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

…主として定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物       18年～50年 

構築物      ５年～35年 

車両運搬具       ６年 

工具器具備品   ２年～20年 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

  

  

無形固定資産 

…定額法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上 

基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権につきまし

ては主として貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

につきましては回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  

  

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、主として賞与支給見込額

のうち、当中間連結会計期間負

担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、主として賞与支給見込額

のうち、当連結会計年度負担額

を計上しております。 

  

  

③ 売上割戻引当金 

 当社の代理店・特約店への売

上割戻金の支出に備えるため、

当中間連結会計期間末における

支出見込額を計上しておりま

す。 

③ 売上割戻引当金 

同左 

③ 売上割戻引当金 

 当社の代理店・特約店への売

上割戻金の支出に備えるため、

当連結会計年度末における支出

見込額を計上しております。 

  

  

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、主として当連結会計期間末

における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上

しております。なお、過去勤務

債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年

数(５年)による定額法により、

その発生年度から費用処理して

おります。また、数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年

数(５年)による定額法により発

生年度の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、主として当連結会計年度末

における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上し

ております。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数(５年)

による定額法により、その発生

年度から費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数(５年)によ

る定額法により発生年度の翌連

結会計年度から費用処理してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

出に充てるため、役員報酬規程

の内規に基づく平成16年３月31

日までの在任期間に対する要支

給額を計上したものでありま

す。 

なお、平成16年４月１日以降

の対応分は、役員報酬制度の改

正により、当該期間の役員報酬

に反映させることに変更し、引

当計上しておりません。また、

平成16年３月31日までの在任期

間に対する役員退職慰労金は、

改正された役員報酬規程の内規

に基づき算出し、役員退職時に

株主総会の承認を受けることに

しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

出に充てるため、役員退職慰労

金の内規に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、当社では、役員報酬制

度の改正により平成16年４月１

日以降の対応分は、当該期間の

役員報酬に反映させることに変

更し、引当計上いたしません。

また、平成16年３月31日までの

在任期間に対する役員退職慰労

金は、改正された役員報酬規程

の内規に基づき算出し、役員退

職時に株主総会の承認を受ける

ことにしております。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準 

  

  

 ────── 

  

 在外子会社の資産、負債、収益

および費用は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分および資本

の部における為替換算調整勘定に

計上しております。 

  

  

 ────── 

  

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引につきま

しては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

(6）消費税等の会計処理  主として税抜方式によっており

ます。 

同左 同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッシ

ュ・フロー計算書)におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりました「保険料還付

金」（当中間連結会計期間計上額２百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、当中間連結会計期間は営業外収益

の「その他」に含めて表示することに変更いたしました。 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間末まで投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しておりました投資事業有限責任組合に対する出資金（当中間

連結会計期間末計上額132百万円）は、「証券取引法等を一部改正

する法律」（平成16年12月１日施行）および「金融商品会計に関す

る実務指針」が改正されたため、当中間連結会計期間末より「投資

有価証券」に含めて表示することに変更いたしました。なお、前中

間連結会計期間末の投資その他の資産の「その他」に含まれている

投資事業有限責任組合に対する出資金は313百万円であります。 

  

（中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりました「債務勘定整理益」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため、当中間連結会計期間より区分記載することに変更い

たしました。なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その他」

に含まれている「債務勘定整理益」は12百万円であります。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含めて表示しておりました「預り金の増減額」は、重要性

が増したため、当中間連結会計期間より区分記載することに変更い

たしました。なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれている「預り金の増減額」は△

163百万円であります。 

  

前中間連結会計期間まで投資活動によるキャッシュ・フローの「出

資金の分配による収入」として表示しておりました投資事業組合の

分配・償還による収入（当中間連結会計期間計上額133百万円）

は、「証券取引法等を一部改正する法律」（平成16年12月１日施

行）および「金融商品会計に関する実務指針」が改正されたため、

当中間連結会計期間より投資活動によるキャッシュ・フローの「有

価証券の売却・償還による収入」に含めて表示することに変更いた

しました。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,045百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,236百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,173百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額（簿価） 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額（簿価） 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額（簿価） 

定期預金 130百万円

建物 1,103 

土地 1,149 

計 2,383 

定期預金 130百万円

建物  1,145 

土地 1,169 

計 2,445 

定期預金 130百万円

建物  1,404 

土地  1,169 

計 2,704 

上記に対する債務 上記に対する債務 上記に対する債務 

１年内返済予定の 

長期借入金 
281百万円

長期借入金 1,615 

計 1,896 

１年内返済予定の 

長期借入金 
119百万円

長期借入金 963 

計 1,083 

１年内返済予定の 

長期借入金 
136百万円

長期借入金  1,171 

計 1,307 

  ３ 保証債務 

  ──────── 

  ３ 保証債務 

グッディポイント㈱のリース契約に関

する保証の額 

 390百万円 

グッディポイント㈱の取引先に対する

保証の額 

 292百万円 

  ３ 保証債務 

  ──────── 

 ※４ 売上債権の流動化 

  ──────── 

 ※４ 売上債権の流動化 

 預り金（債権代理回収分）は譲渡済債権の

うち、債権買取会社への未精算分でありま

す。 

 なお、預り金（債権代理回収分）は、負債

の部の流動負債「その他」に含めておりま

す。 

受取手形譲渡額 2,434百万円

売掛金譲渡額 11,819 

預り金（債権代理回収分） 664 

 ※４ 売上債権の流動化 

 預り金（債権代理回収分）は譲渡済債権の

うち、債権買取会社への未精算分でありま

す。 

 なお、預り金（債権代理回収分）は、負債

の部の流動負債「その他」に含めておりま

す。 

受取手形譲渡額 717百万円

売掛金譲渡額 1,999 

預り金（債権代理回収分） 1,349 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 主な販売費及び一般管理費の内訳 

 当中間連結会計期間の主要な費目およ

び金額は、次のとおりであります。 

※１ 主な販売費及び一般管理費の内訳 

 当中間連結会計期間の主要な費目およ

び金額は、次のとおりであります。 

※１ 主な販売費及び一般管理費の内訳 

 当連結会計年度の主要な費目および金

額は、次のとおりであります。 

給与及び手当 2,481百万円

販売促進費 1,834 

荷造運送費 1,377 

賞与引当金繰入額 362 

退職給付引当金繰入

額 
106 

給与及び手当 2,444百万円

販売促進費  1,279 

荷造運送費  1,306 

賞与引当金繰入額  343 

退職給付引当金繰入

額 
 139 

給与及び手当 4,945百万円

販売促進費  3,171 

荷造運送費  2,674 

賞与引当金繰入額  537 

退職給付引当金繰入

額 
 225 

※２  

     ──────── 

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬具 0百万円

   

※２ 

     ──────── 

※３ 固定資産売却損の内訳 ※３ 固定資産売却損の内訳 ※３ 固定資産売却損の内訳 

土地 12百万円

建物 7 

計 20 

機械装置及び運搬具 0百万円

   

建物 7百万円

土地 12 

有形固定資産（その

他） 

 0 

計 20 

※４ 固定資産除却損の内訳 ※４ 固定資産除却損の内訳 ※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 31百万円

その他 6 

計 38 

建物及び構築物 13百万円

その他  4 

計 17 

建物 31百万円

有形固定資産（その

他） 

 6 

無形固定資産（その

他） 

 0 

計 39 

※５  

     ──────── 

※５  

     ──────── 

※５ 固定資産評価損の内訳 

建物 12百万円

   

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び預金勘定 6,274百万円

有価証券勘定 6,456 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△1,262 

マネー・マネジメン

ト・ファンド以外の有

価証券 

△2,438 

現金及び現金同等物 9,029 

現金及び預金勘定 4,083百万円

有価証券勘定 4,126 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△1,262 

マネー・マネジメン

ト・ファンド以外の有

価証券 

△201 

現金及び現金同等物 6,746 

現金及び預金勘定 4,487百万円

有価証券勘定 4,171 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△1,262 

マネー・マネジメン

ト・ファンド以外の有

価証券 

△268 

現金及び現金同等物 7,128 

２  

     ──────── 

２ 株式の売却により連結子会社から除外さ

れた会社の資産及び負債の主な内訳 

グッディポイント㈱ 

流動資産 507百万円

固定資産 107 

資産合計  615 

流動負債 801 

固定負債 10 

負債合計 812 

２  

     ──────── 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間会計期間末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間会計期間末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定 
資産 

「機械装置
及び 

運搬具」 

54 15 39 

有形固定 
資産 

「その他」 
(工具器具 
備品) 

1,440 870 570 

無形固定 
資産 

「その他」 
(ソフト 
ウェア) 

27 12 14 

合計 1,522 898 624 

  
取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 

「機械装置
及び 
運搬具」 

60 18 42

有形固定 
資産 

「その他」 
(工具器具 
備品) 

816 262 553

無形固定 
資産 

「その他」 
(ソフト 
ウェア) 

233 195 37

合計 1,109 476 633

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固定 
資産 

「機械装置
及び 
運搬具」 

59 20 38

有形固定 
資産 

「その他」 
(工具器具 
備品) 

1,031 546 484

無形固定 
資産 

「その他」 
(ソフト 
ウェア) 

172 49 122

合計 1,262 616 645

(2）未経過リース料中間会計期間末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間会計期間末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 240百万円

１年超 396 

計 637 

１年内 198百万円

１年超 441 

計 640 

１年内 244百万円

１年超 408 

計 652 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 209百万円

減価償却費相当額 192 

支払利息相当額 9 

支払リース料 157百万円

減価償却費相当額 148 

支払利息相当額 9 

支払リース料 362百万円

減価償却費相当額 336 

支払利息相当額 18 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 主としてリース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によっており

ます。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 主としてリース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相当額と

し、各中間連結会計期間への配分方法に

つきましては、利息法によっておりま

す。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 主としてリース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相当額と

し、各連結会計年度への配分方法につき

ましては、利息法によっております。 

  

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

  

  



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）  当中間連結会計期間末および前連結会計年度末において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原

価に計上しております。なお、減損処理額は当中間連結会計期間末１百万円（株式）、前連結会計年度末110百

万円（株式）であります。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）  投資事業有限責任組合への出資金は、「証券取引法等を一部改正する法律」（平成16年12月１日施行）および

「金融商品会計に関する実務指針」の改正にともない、当中間連結会計期間末より「投資有価証券」に含めて

おります。なお、前中間連結会計期間末の投資事業有限責任組合への出資金残高は313百万円であります。 

（デリバティブ取引関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

取得原価 
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借
対照表計
上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1）株式 233 415 182 52 160 107 54 106 52 

(2）債券                   

社債 8,192 7,894 △297 5,265 5,184 △81 5,515 5,338 △176 

(3）その他 494 503 9 6,078 6,123 44 6,016 6,034 17 

計 8,919 8,814 △105 11,396 11,467 71 11,585 11,479 △105 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券       

(1）非上場株式 148 171 183 

(2）マネー・マネジメン

ト・ファンド 
4,017 3,924 3,903 

(3）投資事業有限責任組合

への出資金 
－ 132 178 

計 4,166 4,227 4,266 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

 デリバティブ取引を行っていない

ため、該当事項はありません。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、商品の種類、販売形態、販売経路および重要性を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な商品・サービス 

３ 従来、「その他の事業」の区分に含めておりました「ポイントサービス事業」は、重要性が高まったため、

当中間連結会計期間より、独立区分しております。なお、前中間連結会計期間および前連結会計年度のセグ

メント情報を当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により区分すると次のようになります。 

  

前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

  

レディースイ
ンナー等卸売
事業 
（百万円） 

ギフト卸売
事業 

（百万円） 

ポイント
サービス
事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 

（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
18,596 13,800 824 80 33,301 － 33,301 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ 148 0 62 211 (211) － 

計 18,596 13,948 824 142 33,512 (211) 33,301 

営業費用 18,455 13,788 890 231 33,366 (221) 33,144 

営業利益又は 

営業損失（△） 
140 160 △66 △88 146 10 157 

レディースインナー等卸売事業 レディースインナーを主体とする衣料品・化粧品等 

ギフト卸売事業 贈答品・慶弔見舞品・その他のギフト商品全般 

ポイントサービス事業 景品交換券の販売・回収および販促支援等 

その他の事業 マーケティング支援等 

  

レディース
インナー等
卸売事業 
（百万円） 

ギフト卸
売事業 

（百万円）

ポイント
サービス
事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対

する売上高 
19,323 13,366 637 59 33,387 － 33,387 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ 182 0 45 227 (227) － 

計 19,323 13,548 637 104 33,615 (227) 33,387 

営業費用 18,761 13,049 671 151 32,633 (229) 32,404 

営業利益又は 

営業損失（△） 
562 499 △34 △46 981 1 983 



前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、商品の種類、販売形態、販売経路および重要性を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な商品・サービス 

  

レディース
インナー等
卸売事業 
（百万円） 

ギフト卸
売事業 

（百万円）

ポイント
サービス
事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対

する売上高 
38,128 26,648 1,384 142 66,304 － 66,304 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ 396 6 63 466 (466) － 

計 38,128 27,045 1,390 205 66,770 (466) 66,304 

営業費用 36,658 26,482 1,455 273 64,870 (455) 64,415 

営業利益又は 

営業損失（△） 
1,469 563 △65 △67 1,899 (10) 1,889 

  

レディースイ
ンナー等卸売
事業 
（百万円） 

ギフト卸売
事業 

（百万円） 

ポイント
サービス
事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 

（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
17,122 13,640 770 18 31,551 － 31,551 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ 143 － 124 268 (268) － 

計 17,122 13,784 770 143 31,820 (268) 31,551 

営業費用 16,478 14,130 928 151 31,690 (275) 31,414 

営業利益又は 

営業損失（△） 
643 △346 △158 △8 130 7 137 

レディースインナー等卸売事業 レディースインナーを主体とする衣料品・化粧品等 

ギフト卸売事業 贈答品・慶弔見舞品・その他のギフト商品全般 

ポイントサービス事業 景品交換券の販売・回収および販促支援等 

その他の事業 コンピューターソフトウェア開発等 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、商品の種類、販売形態、販売経路および重要性を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な商品・サービス 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社はありません。 

また、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10％未

満のため、記載を省略しております。 

  

レディースイ
ンナー等卸売
事業 
（百万円） 

ギフト卸売
事業 

（百万円） 

ポイント
サービス
事業 
（百万円）

その他の 
事業 

（百万円）

計 

（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
36,195 27,184 1,575 137 65,093 － 65,093 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ 276 0 206 483 (483) － 

計 36,195 27,460 1,576 344 65,577 (483) 65,093 

営業費用 36,041 27,469 1,634 485 65,630 (550) 65,080 

営業利益又は 

営業損失（△） 
154 △8 △57 △141 △53 67 13 

レディースインナー等卸売事業 レディースインナーを主体とする衣料品・化粧品等 

ギフト卸売事業 贈答品・慶弔見舞品・その他のギフト商品全般 

ポイントサービス事業 景品交換券の販売・回収および販促支援等 

その他の事業 コンピューターソフトウェア開発等 



（１株当たり情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ていないため記載しておりません。なお、前中間連結会計期間につきましては、潜在株式は存在するもの

の、希薄化効果を有しないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間（当期）純利益又は純損失（△）の算定の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 連結子会社であったグッディポイント株式会社の株式を平成17年9月30日に譲渡しましたが、同社が過年度に

販売したポイントについて、想定されている交換率を上回る交換が同社株式の譲渡後に判明したとして、譲渡先

より損失の補填等を求められています。なお、本半期報告書提出日現在、譲渡先より具体的な金額の申し出はあ

りません。 

 当社は譲渡に際し、同社の事業形態等、必要な情報を譲渡先に開示しており、譲渡価格の交渉過程に瑕疵はな

いと判断しておりますが、円満に解決すべく協議を始めております。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,274円48銭 1,294円45銭 1,284円49銭 

１株当たり中間（当期） 

純利益又は純損失(△) 
△90円51銭 30円58銭 △97円61銭 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益又は純損失（△） 

(百万円） 
△1,809 592 △1,932 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 

（うち利益処分による役員賞与） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は純損失（△） 

（百万円） 

△1,809 592 △1,932 

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,987 19,381 19,795 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

自己株式によるストッ

クオプション 

426千株（普通株式）

  

－ 

  

－ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

平成16年11月30日開催の当社取締

役会において、自己株式（当社普通

株式）605,900株（発行済株式総数に

対する割合2.9％）の取得を決議しま

した(買付け日 平成16年12月１日、

買付け価格 1株につき755円)。な

お、㈱大阪証券取引所における「自

己株式取得のための単一銘柄取引」

による買付けの結果、当社普通株式

605,900株（取得価額457百万円）を

取得しております。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   2,831   2,233 1,860   

２ 売掛金   16   21 15   

３ 有価証券   6,456   4,126 4,171   

４ たな卸資産   6,809   5,819 4,907   

５ その他   815   699 327   

６ 貸倒引当金   △0   △49 △49   

流動資産合計     16,929 52.3 12,850 39.6   11,233 36.2

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１ 建物   1,740   1,642 1,691   

２ 土地   1,009   1,009 1,009   

３ その他   139   113 123   

有形固定資産合計   2,888   8.9 2,765 8.5 2,824   9.1

(2）無形固定資産   1,154   3.6 990 3.0 1,124   3.6

(3）投資その他の資産           

１ 投資有価証券   6,481   11,390 11,383   

２ 関係会社株式   1,920   2,104 2,052   

３ 保険積立金   806   679 671   

４ その他   2,279   1,805 1,846   

５ 貸倒引当金   △105   △109 △105   

投資その他の資産
合計 

  11,382   35.2 15,869 48.9 15,848   51.1

固定資産合計     15,426 47.7 19,625 60.4   19,798 63.8

資産合計     32,355 100.0 32,475 100.0   31,031 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   2,624   3,145 2,059   

２ 未払金   1,887   1,553 1,517   

３ 未払法人税等   46   279 85   

４ 賞与引当金   243   226 244   

５ その他   388   403 450   

流動負債合計     5,191 16.0 5,608 17.3   4,358 14.0

Ⅱ 固定負債           

１ 売上割戻引当金   273   269 264   

２ 退職給付引当金   1,251   1,304 1,249   

３ 役員退職慰労引当
金 

  241   190 241   

固定負債合計     1,765 5.5 1,763 5.4   1,756 5.7

負債合計     6,957 21.5 7,372 22.7   6,114 19.7

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,600 11.1 3,600 11.1   3,600 11.6

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   4,897   4,897 4,897   

資本剰余金合計     4,897 15.1 4,897 15.1   4,897 15.8

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   650   650 650   

２ 任意積立金   17,900   15,400 17,900   

３ 中間（当期）未処
分利益又は未処理
損失（△） 

  △793   1,715 △818   

利益剰余金合計     17,756 54.9 17,765 54.7   17,731 57.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    △116 △0.3 37 0.1   △114 △0.3

Ⅴ 自己株式     △739 △2.3 △1,197 △3.7   △1,197 △3.9

資本合計     25,398 78.5 25,103 77.3   24,917 80.3

負債資本合計     32,355 100.0 32,475 100.0   31,031 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     18,596 100.0 17,132 100.0   36,195 100.0 

Ⅱ 売上原価     11,478 61.7 10,412 60.8   22,525 62.2

売上総利益     7,117 38.3 6,719 39.2   13,670 37.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    6,980 37.6 6,077 35.5   13,523 37.4

営業利益     137 0.7 641 3.7   146 0.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   204 1.1 193 1.2   328 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   100 0.5 1 0.0   116 0.3

経常利益     241 1.3 833 4.9   358 1.0

Ⅵ 特別利益 ※３   － － － －   118 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４   811 4.4 0 0.0   941 2.6

税引前中間(当期)
純利益又は純損失
（△） 

    △569 △3.1 832 4.9   △463 △1.3

法人税、住民税及
び事業税 

  10   231 187   

法人税等調整額   1,276 1,287 6.9 △14 216 1.3 1,230 1,418 3.9

中間(当期)純利益
又は純損失（△） 

    △1,856 △10.0 615 3.6   △1,881 △5.2

前期繰越利益     1,063 1,099   1,063 

中間(当期)未処分
利益又は未処理損
失（△） 

    △793 1,715   △818 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 関係会社株式 

 移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 関係会社株式 

 同左  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 関係会社株式 

同左  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間会計期間末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 

① 商品 

総平均法による原価法 

 ただし、季越等の理由により著し

く価額が低下し、回復する見込がな

い商品につきましては、過去の販売

実績等に照らして必要な評価減を行

い、中間期末たな卸高を評価替え後

の金額により計上しております。当

該評価減の金額は2,076百万円であ

ります。なお、前中間会計期間の評

価減の金額は1,486百万円でありま

す。 

(2）たな卸資産 

① 商品 

総平均法による原価法 

 ただし、季越等の理由により著し

く価額が低下し、回復する見込がな

い商品につきましては、過去の販売

実績等に照らして必要な評価減を行

い、中間期末たな卸高を評価替え後

の金額により計上しております。当

該評価減の金額は1,730百万円であ

ります。 

(2）たな卸資産 

① 商品 

総平均法による原価法 

 ただし、季越等の理由により著し

く価額が低下し、回復する見込がな

い商品につきましては、過去の販売

実績等に照らして必要な評価減を行

い、期末たな卸高を評価替え後の金

額により計上しております。当該評

価減の金額は2,215百万円でありま

す。 

② 貯蔵品 

 最終仕入原価法 

② 貯蔵品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産        定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物          18年～50年 

構築物         ５年～35年 

車両運搬具          ６年 

工具器具備品      ２年～20年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産        定額法 

 ただしソフトウェア（自社利用分）に

つきましては社内における利用可能期間

（５年内）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権につきましては貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

きましては回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、賞

与支給見込額のうち、当中間会計期間負

担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、賞

与支給見込額のうち、当期負担額を計上

しております。 

(3）売上割戻引当金 

 代理店・特約店への売上割戻金の支出

に備えて、中間会計期間末における支出

見込額を計上しております。 

(3）売上割戻引当金 

同左 

(3）売上割戻引当金 

 代理店・特約店への売上割戻金の支出

に備えて、期末における支出見込額を計

上しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数（５年）による定額法により、その発

生事業年度より費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数（５年）による定額法により発生事

業年度の翌年から費用処理しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当期において発生し

ていると認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数（５年）による定額法により、その発

生事業年度より費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数（５年）による定額法により発生事

業年度の翌年から費用処理しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支出に充て

るため、役員報酬規程の内規に基づく平

成16年３月31日までの在任期間に対する

要支給額を計上したものであります。 

 なお、平成16年４月１日以降の対応分

は、役員報酬制度の改正により、当該期

間の役員報酬に反映させることに変更

し、引当計上しておりません。また、平

成16年３月31日までの在任期間に対する

役員退職慰労金は、改正された役員報酬

規程の内規に基づき算出し、役員退職時

に株主総会の承認を受けることにしてお

ります。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支出に充て

るため、役員退職慰労金の内規に基づく

事業年度末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、役員報酬制度の改正により平成

16年４月１日以降の対応分は、当該期間

の役員報酬に反映させることに変更し、

引当計上いたしません。また、平成16年

３月31日までの在任期間に対する役員退

職慰労金は、改正された役員報酬規程の

内規に基づき算出し、役員退職時に株主

総会の承認を受けることにしておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引につきましては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

５ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

────── 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

前中間会計期間末まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示

しておりました投資事業有限責任組合に対する出資金（当中間会計

期間末計上額132百万円）は、「証券取引法等を一部改正する法

律」（平成16年12月1日施行）および「金融商品会計に関する実務

指針」が改正されたため、当中間会計期間より「投資有価証券」に

含めて表示しております。なお、前中間会計期間末の投資その他の

資産の「その他」に含まれている投資事業有限責任組合に対する出

資金は313百万円であります。 

  

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

3,622百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

3,760百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

3,699百万円 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

有価証券利息 99 

受取配当金 6 

投資事業組合運用益 57 

受取利息 0百万円

有価証券利息 67 

受取配当金  4 

投資事業組合運用益  89 

有価証券売却益  11 

受取利息 1百万円

有価証券利息 175 

受取配当金  7 

投資事業組合運用益  50 

有価証券売却益  22 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２     ───── ※２ 営業外費用の主要項目 

貸倒引当金繰入額 99百万円  貸倒引当金繰入額 99百万円

保険解約損 14 

※３     ───── ※３     ───── ※３ 特別利益の主要項目 

    投資有価証券売却益 118百万円

※４ 特別損失の主要項目 ※４     ───── ※４ 特別損失の主要項目 

土地売却損 12百万円

建物売却損 7 

役員退職慰労金 791 

 土地売却損 12百万円

建物売却損  7 

関係会社株式売却損  6 

関係会社株式評価損  11 

投資有価証券評価損  110 

役員退職慰労金 791 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 76百万円

無形固定資産 139 

有形固定資産 64百万円

無形固定資産  151 

有形固定資産 154百万円

無形固定資産  297 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間会計期間末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間会計期間末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定 
資産 

「その他」 
(工具器具 
備品) 

689 567 121 

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア) 

12 1 11 

合計 702 569 132 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 

「その他」 
(工具器具 
備品) 

567 157 409

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア) 

12 4 7

合計 579 161 417

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固定 
資産 

「その他」 
(工具器具 
 備品) 

287 198 88

無形固定 
資産 
（ソフト 
ウェア） 

12 3 9

合計 300 201 98

(2）未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

(2）未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 79百万円

１年超 60 

計 139 

１年内 110百万円

１年超 309 

計 419 

１年内 53百万円

１年超 47 

計 101 

(3）当中間会計期間の支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息相当額 

(3）当中間会計期間の支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 120百万円

減価償却費相当額 110 

支払利息相当額 2 

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 45 

支払利息相当額 1 

支払リース料 174百万円

減価償却費相当額 161 

支払利息相当額 3 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法につきましては、利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。  

 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

平成16年11月30日開催の当社取締

役会において、自己株式（当社普通

株式）605,900株（発行済株式総数に

対する割合2.9％）の取得を決議しま

した(買付け日 平成16年12月１日、

買付け価格 1株につき755円)。な

お、㈱大阪証券取引所における「自

己株式取得のための単一銘柄取引」

による買付けの結果、当社普通株式

605,900株（取得価額457百万円）を

取得しております。 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書 

およびその添付書類 

事業年度 

（第30期） 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

平成17年６月29日 

近畿財務局長に提出。 

(2） 自己株券買付状況報告書   

  

  

  

平成17年４月14日 

平成17年５月11日 

平成17年６月10日 

平成17年７月15日 

近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成16年12月16日 

株式会社シャルレ       

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉  川  郁  夫  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾  仲  伸  之  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シャルレの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社シャルレ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成17年12月26日 

株式会社シャルレ       

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉  川  郁  夫  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾  仲  伸  之  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シャルレの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社シャルレ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成16年12月16日 

株式会社シャルレ       

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉  川  郁  夫  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾  仲  伸  之  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シャルレの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第30期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社シャルレの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成17年12月26日 

株式会社シャルレ       

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉  川  郁  夫  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾  仲  伸  之  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シャルレの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第31期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社シャルレの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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